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 日本におけるスクールカウンセラー（以下 SC と表記）制度は、1995 年に SC 活用調査研究委
託事業として開始し、2001 年度からは SC 等活用事業となり、2006 年には全公立中学校に派遣
され、2008 年度からは小学校に派遣される段階まで発展してきている（村山、2009）。 







































第 1 節 問題の背景 
第１項  日本のスクールカウンセリング 





 さらに、その 8 年後の 1994 年 11 月 27 日には、愛知県の中学 2 年生の少年がいじめを苦に自
殺した事案があり、衆議院文教委員会は 1994 年 12 月 8 日に集中審議を行い、翌 9 日には、文部
省は「いじめ対策緊急会議」を招集して対応を協議した（村山、1995）。この翌年の 1995 年に文
部省の SC 活用調査研究委託事業が始まった。 
 このように、日本では大きないじめ事案を背景に SC 事業が動き始めたという特徴がある。ま
た、1995 年に SC 活用調査研究委託事業が始まるころには、いじめ事案だけではなく、校内暴力、
不登校、高校中退などの児童生徒の問題行動、学校不適応などの複雑化、深刻化してきた課題に
対し、学校のカウンセリング等の機能の充実をはかるため高度の専門的知識・経験を有する専門
家としての役割を SC は期待されていた（村山、1995）。そして、SC の職務は「児童生徒へのカ
ウンセリング、教職員や保護者への助言・援助、児童生徒のカウンセリングなどに関する情報の
集約と提供、児童生徒のカウンセリングなどに関して学校で適当と認められるもの」（村山、1995：
p264）と定められていた。調査研究委託事業の間は、1 週間に 2 回、1 回 4 時間勤務を基本とし、
柔軟に運用しても良いという形であった。 
 初年度の 154 校の中学校に派遣された熟練の臨床心理士たちは、現場から高い評価を受け、当































 そのような問題意識を持って、筆者が同じ県内で勤務する SC と共に、教員から SC へのニー
ズ調査を行い、その結果を基にして SC 活動のモデル化を試みた研究（飯田ら、2011）が本研究
の先行研究となる。この調査は、県内の SC コーディネーターである教員を対象に行った。調査
























 図 1  教員へのニーズ調査に基づく SC の活動モデル  （飯田ら、2011） 
（『第 16 回学校臨床心理士全国研修会 自主シンポジウム』発表資料より） 
 
この研究においては、SC から教員への援助サービスとしてはコンサルテーションと研修を行






 他には、伊藤（2011）が SC 活動の全体像を包括的に示している。伊藤（2011）がまとめた SC
活動に関する小冊子は、筆者が本研究において明らかにしたい SC 活動の全体像に大変近い。伊
藤（2011）は、教員と SC の連携のアイディアとして SC 活動をまとめ、不登校・いじめ・特別支
援教育についての対応や予防としての SC の役割や、学校ならではの支援としての SC の役割、
























































































 上記の④で述べられている 4 段階とは、準備、アセスメント、実施、評価の 4 段階のことであ



























 アメリカでは、すべての子どもを対象として支援を行うため、全米 SC 協会（ASCA）が発達理
論に基づく包括的スクールカウンセリング（comprehensive school counseling）を推奨し、2003


























































 また、伊藤（2007）によると、日本の SC は臨床心理資格を基礎として「いじめ」「不登校」対
策や緊急時の「心理的ケア」が重視されているが、アメリカの SC は教育職として位置づけられ、
歴史的にも職業指導や成績管理などを含んで役割が変遷してきたという違いが生じている。その
ため、日本における一般的な SC 活動とアメリカでの SC 活動には違いが生じている。 
さらに、アメリカにおける ASCA ナショナルモデルを遂行する SC の役割は、「共働的なリーダ
ー」、「アドヴォケイト」、「コンサルタント」、「コーディネーターあるいはコラボレーター、資源
















日本独自の包括的な SC 活動を示すことが必要となる。 
 
第 3 項   問題の所在 





































滋賀県では、2012 年 7 月から県内の公立中学校 1 校に複数の SC が交代で勤務し、毎日学校に
SC2 名（1 日平均 7 時間程度）が勤務する取り組みが始まった（滋賀県臨床心理士会編、2014）。
このような複数の SC が交代で毎日学校に常駐する取り組みを、常駐型と定義する。さらに、2012
年 12 月からは「いじめから子どもを守るための相談活動推進事業」として新たな常駐型 3 校が加
わり、県内 4 校において 1 校あたり 4 人の SC が交代で毎日勤務（1 名のみが週 2 日勤務）する
こととなった。2014 年度以降は県内の公立中学校 4 校に 1 校あたり SC3 名（2 名が週 2 日勤務）
が常駐型 SC として勤務している。勤務時間は、年度や学校によって変動はあるが、年間の総時
間数が 600 時間から 740 時間程度で定められ、その時間を各学校の状況に応じて活用している。

























第１節  コミュニティの定義とコミュニティ心理学の独自性 






























































































































































































































































第 2 節 コミュニティ心理学に基づく実践の構成要素 



















要素として述べられているものを筆者が表にまとめたものが、表 1 である。 
 
表 1 窪田（2009ｂ）による臨床心理学的コミュニティ・エンパワメント・アプローチの構成要素（飯田作成）         
支援対象 SCの活動 内容
当事者 心理カウンセリング 個人への心理カウンセリングは身近な支援者へのコンサルテーションも含む。 
 
 心理教育 生じている問題についての正確な知識と対処方法についての情報提供。 
 






















































































































中で報告されている実践研究を分類する。『コミュニティ心理学研究』は、第 1 巻が 1997 年 3 月
に発行されている。そのため、次項においては 1997 年～2015 年の間の『コミュニティ心理学研
究』において研究されたテーマとそれ以外の場で発表された論文の中で「コミュニティ心理学」
というキーワードを持っている論文を対象に分類する。しかし、1997 年以前にも、コミュニティ











表 2 コミュニティ心理学シンポジウムでのテーマ別報告数 
（安藤・星野・笹尾、2007 を飯田が報告数としてまとめ直した） 
テーマ 1975－1985年の報告数 1986－1995年の報告数 合計 
地域社会の問題 24 13 37 
 23 
 
援助システムと対象者の特性 30 19 49 
異文化接触 3 9 12 
大学キャンパス・大学生 7 8 15 
職場への介入 4 7 11 
電話による地域援助 8 7 15 
介入の方法 10 7 17 
ボランティアとその活動 10 2 12 
セルフヘルプ・グループ、グループ活動 2 2 4 
理論・コンセプト 10 5 15 
その他 19 7 26 


















































































図 2 Bronfenbrenner の人間発達についての      図 3  Bronfenbrenner の各段階に相当する分類の 






ム）と考え、分類の枠組みを作成した（図 3、表 3 横軸）。 
上記のように研究テーマの水準に関する分類を行った上で、さらにそれぞれの研究が支援対象














検索を行った 2015 年 5 月 14 日現在、CiNii において「コミュニティ心理学」というキーワー
ドで検索した結果、出て来た論文の数は 422 件であった。そのうち文献についての書評が 39 件、



























































環境保全 8 2 0 
貧困問題 0 0 0 
騒音問題 0 0 0 
地域環境 9 9 3 
 27 
 
子ども 1 8 2 
精神疾患 0 0 0 
女性 1 2 0 
高齢者 1 0 0 
学校臨床 5 1 1 
組織特性 2 0 0 
国際的視点 10 0 0 
インターネット 1 2 3 
権利にまつわる課題 0 0 0 
依存症 1 0 0 
非行・司法・矯正 0 0 1 
生涯発達 0 1 0 
ハラスメント 2 0 0 
家族 0 2 0 
ＮＰＯ 0 1 0 
社会変革 1 0 0 
ボランティア 0 2 0 
交通問題 1 2 0 
医療 1 2 0 
小計  44 34 10 88
特定の対象者群
 
留学生 2 12 1 
外国人労働者 0 1 0 
中国帰国者 1 2 0 
在住外国人 5 10 2 
多様性受容 2 0 0 
国際的視点 0 0 5 
学校臨床 16 26 9 
地域環境 0 0 1 
行動コンサルテーション 0 2 1 
子育て世代 0 2 2 
大学生 3 10 3 
産業 3 11 1 
高齢者 2 2 1 
母子 1 1 2 
女性 0 1 0 
被害体験（トラウマ） 6 2 8 
性的マイノリティ 0 3 0 
身体疾患 2 1 5 
精神疾患 0 1 5 
障害を有する者 2 6 2 
家族 2 2 9 
ひきこもり 0 1 1 
発達障害 5 14 3 
小計  52 110 61 223個人
個別支援 0 1 2 
援助要請 0 1 0 4
小計  0 2 2 4



















































































































































第 3 章  常駐型スクールカウンセラーの取り組みからの実践研究 








滋賀県では、2012 年から公立中学校計 4 校において 3 名の SC がそれぞれ曜日ごとに勤務する
形（2 名が週 2 日）で毎日 SC が学校に常駐する事業（常駐型と表記）が開始した。滋賀県の常駐










ている現在、先駆的に行われている常駐型 SC の活動についての報告から、学校現場で有効な SC
活動について検討する。 
 
第 1 節  滋賀県のスクールカウンセラー活動の経過と特徴 




























の SC 事業が開始された際、SC の常駐によりいつでも個別面接ができるという形ではなく、学校
の支援システムにかかわる活動へと広がる形になった背景として考えられる。 
 
第 2 節  常駐に至る経過及び週 1 回程度配置型と常駐型の比較 
滋賀県では、2012 年 7 月から緊急支援として県内の公立中学校 1 校に複数の SC が交代で勤務
し、毎日学校に SC2 名（1 日平均 7 時間程度）が勤務する取り組みが始まった。さらに、2012 年
12 月からは「いじめから子どもを守るための相談活動推進事業」として新たな常駐型 3 校が加わ
り、県内 4 校において 4 名の SC が一人ずつ曜日を担当する形式（4 名のうち 1 名が週 2 日勤務）
で、月曜日から金曜日まで、いずれかの SC が学校に勤務するという常駐型の取り組みが行われ
た。2014 年度以降は各校の SC が 3 名となり（3 名のうち 2 名が週 2 日勤務）、月曜日から土曜
日までいずれかの SC が勤務する常駐型の取り組みが継続している。勤務時間は、年間の総時間
数が決められ、その時間を各学校の状況に応じて活用しているが、基本的には各 SC が毎日 4～7
時間程度勤務している。 
滋賀県では、常駐型以外の全公立中学校と公立高校に、学校の規模に応じて年間 40 時間程度か
ら 210 時間程度の時間数で 1 名の SC が配置されている。これらの配置を週 1 回程度配置型と定
義する。2015 年度からは、県内数校を「小中連携校」と定め、小学校へも多くの時間勤務すると
いう取り組みも行っている。通常、年間 40 時間程度から 210 時間程度の配置では、少ない学校















次節では常駐型と週 1 回程度配置型の具体的な比較検討を行いながら、常駐型 SC の活動を具体
的に報告する。 
 
第 3 節  常駐型スクールカウンセラーの活動報告 
『滋賀県常駐校のスクールカウンセラー活動報告』（2014）によると、常駐校 4 校全てもしくは
複数校に共通する活動と、ある常駐校だけで行われている活動があることがわかった。筆者自身
も常駐校 SC として勤務しており、筆者自身の実践を基に常駐型 SC 活動の特徴をまとめる（表 4
－1、表 4－2、表 4－3）。全常駐校での活動を広く取り上げるため、「常駐型 SC の活動」の部分













表 4－1 常駐型 SC の「子どもや保護者に対する支援活動」（飯田作成） 


































































































































































































































表 4－2 常駐型 SC「学校に対する支援活動」（飯田作成） 
常駐型SCの活動 目的 週1回程度配置型SC 常駐型SC 常駐型の特徴 
教員との 教員との協働（コラボレー ション、コンサル
テー ション） 

































































































































































































































































































































表 5  SC 活動に対する予防という枠組みによる分類 （飯田作成） 







































心理検査   


















第 4 節  常駐型スクールカウンセラーの実践紹介 





第 1 項  学校の支援システム構築に関するコンサルテーション 
 2014 年度以降の滋賀県の常駐型 SC の取り組みでは、3名の SC が交替で各校に勤務している。


























援も異なるため、随時教員と SC で見立てについて相談し、活動している。 
 























































































第 3 項  教員との協働 

















第 5 節  常駐型スクールカウンセラーのアンケートに見られる実践と今後の課題 




第 1 項  対象 
 2015 年 12 月現在滋賀県の常駐校で SC として勤務する SC を対象に質問紙によるアンケート
を実施した。対象者 12 名のうち回答者 10 名（男性 2 名、女性 8 名）。年齢分布としては、20 代：
0 名、30 代：3 名、40 代：3 名、50 代：1 名、60：2 名、70 代 1 名であった。年齢の最大値は 72
歳、最小値は 36 歳であった。常駐校 SC としての経験年数は、1 年目：1 名、2 年目：1 名、3 年
目：6 名、4 年目：2 名であった。この事業が実施されてから、アンケート実施時期の時点で 3 年
5 か月であるため、事業開始当初から常駐型 SC として勤務している場合 4 年目となり、4 年目が
最大値となる。また、常駐型 SC ではない週 1 回程度配置型 SC としての勤務を含めた SC として
の勤務経験年数は、2 年未満：0 名、2 年以上 5 年未満：2 名（うち 1 名は SC 以外の心理職とし
ての勤務年数が 20 年を超えている）、5 年以上 10 年未満：2 名、10 年以上 15 年未満：4 名、15
年以上 20 年未満：1 名、20 年以上：1 名であった。SC 制度が始まってから、調査研究委託事業
の時期を含めても、アンケート実施時期で 21 年目である。したがって、20 年以上と回答した SC
は調査研究委託事業の開始時期から SC として勤務しているということになる。 
 
第 2 項  方法 
実施時期は、2015 年 12 月である。質問紙によるアンケートを実施し、郵送や電子ファイルの
送付によって回答を得た。アンケートでは、本研究第 3 章第 3 節で挙げている SC 活動について、
回答者である SC 本人が重要と考えている程度を「全く重要でない」から「大変重要」までの 4 段









第 3 項  結果 
 今回のアンケートでは、回答者の人数が 10 名であり、統計的な有意差などを考慮していく数的
分析は難しい。しかし、「複数の SC によるリレー方式の SC 常駐配置」という全国で先駆的に行
われている事業に取り組んできた SC の実際の声を報告する。 
 
1  スクールカウンセラーが重要と考えている活動 
 この項目では、「大変重要と考えている」が 3 点、「重要と考えている」が 2 点、「あまり重要で
ないと考えている」が 1 点、「全く重要でないと考えている」が 0 点として回答を得て、各項目の
平均値を求めた。その平均値が高い項目から順に記載する（表 6）。 
 
表 6 常駐校 SC が重要と考えている活動 （飯田作成） 
SCの活動 平均値 標準偏差 
教員との協働（コラボレーション）、コンサルテーション 3.0 0 
アセスメントとプランニング 3.0 0 
各部会への参加 2.9 0.32 
子どものカウンセリング 2.9 0.32 
いじめ事案への対応 2.8 0.42 
保護者面談 2.8 0.42 
小中連携 2.6 0.52 
不登校の子どもへの支援のプログラミングや家庭訪問等 2.6 0.97 
教員研修 2.5 0.53 
ケース会議への参画 2.5 0.53 
学校の支援システム構築に関するコンサルテーション 2.4 0.97 
関係機関連携 2.4 0.52 
心理授業などの心理教育 2.3 0.48 
SC通信の発行 2.2 0.42 
小学校での活動 2.2 0.63 
特別支援（子どもや保護者へのアプローチと支援のプログラミング） 2.1 0.57 
校内巡回 2.0 0.47 
アンケート実施 2.0 0.67 
PTAとの連携、保護者向けの研修 1.9 0.74 
生徒会との連携 1.9 0.74 
学校保健委員会等への参加 1.7 0.67 
心理検査 1.5 0.85 
相談室開放（昼休みや放課後などに誰でも来室できるように開放する） 1.5 0.71 
学年全員面談 1.1 0.99 
 
 SC が重要と考えていることについての自由記述としては、「SC 間の連携が重要・学校のニーズ
に応じることが重要・クレーム対応も必要である」という回答を得た。 
















2  教員や学校からニーズが高いと感じる活動 
 この項目では、「ニーズが大変高い」が 3 点、「ニーズがある」が 2 点、「あまりニーズがない」
が 1 点、「全くニーズがない」が 0 点として回答を得て、各項目の平均値を求めた。その平均値が
高い項目から順に記載する（表 7）。 
 
表 7 教員や学校からニーズが高い活動 （飯田作成） 
SCの活動 平均値 標準偏差 
子どものカウンセリング 3.0 0 
保護者面談 3.0 0 
教員との協働（コラボレー ション）、コンサルテー ション 2.9 0.32 
いじめ事案への対応 2.8 0.42 
不登校の子どもへの支援のプログラミングや家庭訪問等 2.7 0.48 
心理授業などの心理教育 2.6 0.70 
アセスメントとプランニング 2.6 0.52 
各部会への参加 2.5 0.53 
ケー ス会議への参画 2.5 0.53 
小中連携 2.4 0.70 
SC通信の発行 2.2 0.63 
校内巡回 2.1 0.57 
アンケー ト実施 2.1 0.74 
教員研修 2.1 0.57 
小学校での活動 2.1 1.10 
特別支援（子どもや保護者へのアプロー チと支援のプログラミング） 2.0 0.67 
関係機関連携 2.0 0.82 
PTAとの連携、保護者向けの研修 1.5 1.1 
心理検査 1.5 0.85 
学校の支援システム構築に関するコンサルテー ション 1.5 0.71 
学校保健委員会等への参加 1.5 0.85 
生徒会との連携 1.3 0.82 
相談室開放 1.1 0.99 

























3 週 1 回程度配置型と常駐型のスクールカウンセラー活動の比較  
 この項目では、「常駐型 SC だからこそ実施できた（質や頻度を高めることが出来た）活動」と
「週 1回程度配置型 SCでも実施している活動」のどちらか片方の欄に○をつけるように求めた。
○がついた場合を 1 点、○がつかない場合を 0 点として換算し、合計得点を表示した。これまで
に週 1 回程度配置型でも常駐型でも実施したことがない項目については、空欄で回答している回
答者もあったため、その場合は両方の項目を 0 点としてカウントしている。また、両方の項目に
○をつける等の場合も、欠損値として両方の項目を 0 点としてカウントしている。1 名分の回答











表 8 週 1 回程度配置型と常駐型の SC 活動の比較 （飯田作成） 




校内巡回 0（＜） 9 
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アンケート実施 1（＜） 8 
心理授業などの心理教育 2（＜） 7 
学校の支援システム構築に関するコンサルテーション 1（＜） 6 
ケース会議への参画 2（＜） 7 
関係機関連携 7（＞） 2 




不登校の子どもへの支援のプログラミングや家庭訪問等 4 5 
ＰＴＡとの連携・保護者向けの研修 3 3 
教員との協働/コンサルテーション 5 4 
心理検査 3 3 
アセスメントとプランニング 5 4 
各部会への参加 3 6 
学年全員面談 0 3 
学校保健委員会等への参加 4 3 
教員研修 5 4 
生徒会との連携 1 5 
いじめ事案への対応 4 5 
小中連携 4 5 
小学校での活動 4 4 
相談室開放 1 3 
保護者面談 6 3 





 「常駐型 SC だからこそ実施できた（質や頻度を高めることが出来た）活動」と「週 1 回程度























4   複数のスクールカウンセラーよるリレー方式のスクールカウンセラー常駐配置の良い点、悪い点、
課題と思う点 
 「複数の SC によるリレー方式の SC 常駐配置の良い点、悪い点、課題と思う点」について、自
由記述の形で回答を求めた。 
 良い点としては、「SC 活動のサービスが増加したこと・年代やタイプの異なる SC がチームで
活動することにより、対応できる対象のタイプや課題が広がる・予防教育的なかかわりや問題の
早期発見早期支援に繋がりやすくなった・他の SC からの学びが多い・１つのケースを複数の SC
でサポートできる・見方が違う場合は視野が広がり、同じ意見であれば自信を持って対応できる・





















 「複数の SC によるリレー方式の常駐配置において工夫している点」について、「SC 同士の連
携について」、「教員との連携について」、「その他」に分けて自由記述で回答を求めた。 
 「SC 同士の連携」に関する自由記述では、「メールで毎日連絡を取り合い、口頭の方が良い内
















実際に、複数の SC が交代で常駐している中で、その複数の SC が相互の活動を理解しながら、
同じ方向性を居通認識して活動していくために実施している工夫としては、メールでの毎日の情










第 4 項  アンケート結果についての考察 
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 筆者は滋賀県臨床心理士会 SC 担当理事として『滋賀県常駐校のスクールカウンセラー活動報
告』(2014)の編集を行った。『滋賀県常駐校のスクールカウンセラー活動報告』(2014)には、県内
常駐校 4 校の具体的な活動内容と、各 SC が活動の中で有効と感じた活動等について述べられて
いる。この報告書に述べられていることと、第 3 章第 5 節で筆者が独自に実施したアンケートか
ら見出されたことを融合して効果的な SC 活動に有効な視点を 5 項目見出した。本節では、その
5 項目について述べる。 
 
１  システムや環境に働きかける視点  

















も SC として勤務する際、そのような価値観の変革を目標として活動している。 






2  予防的な活動 
 51 
 












出された。これらの予防的な活動も、常駐型 SC 活動の大きな特徴である。 
 
3  間接支援（支援者支援・チーム支援） 



































ること」という SC の基本姿勢は、これまであまり注目されてこなかった SC 活動であり、常駐型
で活動できるようになって初めて充実した形で実行することができるようになった部分である。 
 

























































条件や、基本理念、実際の SC 活動に分けて検討を行う。 
 
第 1 節  前提条件 
コミュニティ心理学の視座を活かした SC 活動は、どのような場合でも実践可能ということで
はなく、そのような実践が可能となる前提条件がある。筆者の実践経験と筆者が多くの経験豊富




































第2節 コミュニティ心理学の視座を活かしたスクールカウンセラーの基本理念  









基本理念は、第 2 章第 1 節第 5 項で見出したコミュニティ心理学の独自性 10 項目と、第 2 章
第 2 節第 4 項において見出したコミュニティ心理学に基づく実践の構成要素 4 項目と、第 3 章第
5 節第 4 項において常駐型 SC 活動の検討から見出した 5 項目の有効な SC 活動を融合すること
で導き出した。 



















第 3章第 5節第 4項において常駐型 SC活動の検討から見出した 5項目の有効な SC活動とは、


































































































































表 9 各 SC 活動が持つ予防的意義（飯田作成） 




ムの検討   
例：心理授業、校内巡回 
支援を要する子どもの早期発見、早



















































































































心理検査 （一次予防としては行わない） （二次予防としては行わない） 子どもの特性理解をし、 より良い支援の方向性を検討する 
相談室の開放 子どもへ居場所の提供、 子ども同士の関係づくりの仲介等 
支援が必要な子どもの早期発見、早
期支援 （三次予防としては行わない） 














































ることも SC の基本理念の一部である。 
 







第 3 節  スクールカウンセラーの活動内容 
 前提条件と基本理念に加えて、本節では、コミュニティ心理学の視座を活かして行う効果的な
SC 活動の具体的な内容について述べる。この効果的な SC 活動は、第 3 章第 3 節で見出した常駐
型 SC の活動（表 4－1、表 4－2、表 4－3）から導き出した。 
 























多くの状態像の不登校の子どもを含むことになる。1 年間 1 度も登校できない、もしくは家庭か






















































































































































































































































































































































これらのようなアンケートに基づいて SC 活動を行うという部分は、これまで SC 活動につい
て論じられる際、あまり言及されてこなかった部分である。しかし、常駐校では申し合わせたわ
けではないにもかかわらず、各校全てが何らかのアンケートを実施していたことや、目に見えな
































































































































第 4 節  基本理念とスクールカウンセラー活動の関係性 
 第 4 章第 2 節で述べたコミュニティ心理学の視座を活かしたスクールカウンセラーの基本理念
は、第 4 章第 3 節で述べたスクールカウンセラーの活動内容のいずれを行う場合にも重視される











方支援のことである。具体的な活動内容については、本節第 4 項 5「緊急支援」において述べる。
「選択的に行う活動」とは、学校や子どものニーズもしくはアセスメントに応じて必要と考えら























図 4  コミュニティ心理学の視座を活かしたスクールカウンセラーの基本理念と活動の関係性
（飯田） 
第５節  コミュニティ心理学の視座を活かしたスクールカウンセラー活動 






































は、第 2 章第 1 節第 5 項で述べた山本（2000）がコミュニティ心理学の発想をもった心理臨床家
の基本姿勢として挙げた以下の 12 項目と比較することで学校での活動においてコミュニティ心
理学の発想が活かされていることが明らかになるため、比較して検討する。それぞれの基本姿勢












































































































































た SC には必要である。 


































図 5   コミュニティ心理学の視座を活かした SC 活動モデル（飯田） 
 
図 5 は、SC は皆基本理念を持ち、その理念に基づいて子ども、保護者、教員、外部機関、家庭
コミュニティ、学級コミュニティ、学校コミュニティ、地域コミュニティに対する活動を行って
いくことを示した。SC の基本理念については、第 4 章第 2 節において詳細に述べた。 





























































様の形態を想定している（植村、2012）。図 5 においては、SC は子どもや保護者に対する活動か
ら、学級コミュニティ、学校コミュニティ、地域コミュニティに対する活動まで、階層的な幅広
いコミュニティに関わりながら活動することができることを示した。 
 第 4 章第 4 節図 4 においては、「コミュニティ心理学の視座を活かした SC の基本理念と SC 活
動の関係性」として、全ての SC 活動は 8 項目の基本理念に基づいて行われることが求められる


































































第 1 節  本研究の成果と社会的意義 




日本における SC 活動のスタンダードモデルを構築していく際には、全米 SC 協会（ASCA）が発
達理論に基づいて 2003 年に制定した ASCA ナショナルモデルが参考となることを示した。 
 第 2 章では、コミュニティという言葉の定義やコミュニティ心理学の独自性を整理し、コミュ
ニティ心理学の視座を持った実践研究を分析することで、これまで蓄積されてきたコミュニティ
心理学の概念が SC 活動に有効であることを示した。 
第 3 章では、SC 活動のスタンダードモデルの構築に際して、理論だけではなく、実践に基づい
たモデルを構築するために、滋賀県で行われている複数の SC が曜日ごとに勤務することで SC が
学校に常駐する取り組み（常駐型）の実践をまとめ、常駐型 SC に対するアンケートも行い、スタ
ンダードモデルの基礎となる根拠を見出した。 
 第 4 章では、第 2 章で整理したコミュニティ心理学の概念と第 3 章で見出した実践に基づく根
拠を融合し、今後の SC の在り方をモデルとして示した。本研究において見出した SC 活動のモ
デルは、今後 SC の常勤勤務が拡大していく中で、滋賀県だけではなく他の地域でも有効である
と考える。 










 本研究では、SC 制度が、1995 年に SC 活用調査研究委託事業として開始し、2001 年度からは



















事として研修会の運営を行う立場でもあったが、現在の SC 制度では、毎年 20 名近くの新任 SC
が参入することとなる。滋賀県では、1 年に 6 回の SC 研修会に加えて、滋賀県内を湖北ブロッ
ク、湖西ブロック、湖南ブロック、湖東ブロックの 4 ブロックに分け、各ブロック 2 名のスーパ
ーヴァイザー（以下 SV）がスーパービジョンを担当する形態をとっている。滋賀県で新任となる














第 2 節  本研究の限界と今後の課題 
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さらに、本研究では、全国で先駆的な取り組みとなる複数の SC が 1 校に交代で勤務する常駐
型の取り組みを通して有効な SC 活動を検討した。この際、全国でも先駆的な取り組みであるた
め、アンケートの対象者が 12 名であり、有効回答数が 10 名分となった。そのため、統計的な特
徴から検討することは難しく、SC が重要と考えている活動や学校からニーズのある活動の順序性
を示すことが限界であった。今後、「チーム学校」という取り組みが始まると、常勤として教育委
員会に所属し 1 人の SC が複数校を担当する形態（常勤型）での常勤になる見通しである。本研
究で検討した複数の SC が 1 校に交代で勤務する常駐型の取り組みと形態は違うが、常勤型とし
ての事例が大幅に増加することとなる。常勤型は 1 人で複数校担当する形態であり、1 校に常に
SC がいるわけではないが、拠点となる場所に常にいて、各学校への配置時間も本研究で定義した
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